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一．序論
１．「在留資格」の意義
行為の「類型性・定型性」⇒在留資格の射程範囲
· 外国企業の従業員が短期出張で来日し、その間コンピュータソフトウェアの開発行為に従事する場合（但し、報酬は雇用契約関係のある当該外国法人より国外で支給され、本邦で報酬は受領しない。）

□　「短期滞在」の更新
２．外国人の活動と「在留資格」
（１）当該資格の射程内の活動

（２）当該資格の射程外の活動

ⅰ．資格外活動とならない活動

ⅱ．資格外活動となるが、退去強制事由とはならない活動

ⅲ．資格外活動となり、退去強制事由ともなる活動

□　「技術」を有する外国人が夜間、大学院に通学する場合

□　「短期滞在」を有する外国人が、日本国内に会社を設立し、その経営を行う場合

３．許可の法的性質と要件
（1） 在留資格認定証明書交付申請

ⅰ．活動の真実性
ⅱ．在留資格該当性

ⅲ．基準省令(上陸許可基準)適合性

（2） 在留資格変更許可申請、在留期間更新許可申請

相当な理由（在留を認める必要性、在留を認めてもよい許容性）
· 在留資格変更、在留期間更新と基準省令適合性

「法別表第１の２の表又は４の表の上欄に掲げる在留資格への変更の場合は、変更後の在留資格に係る基準省令への適合性が認められること。」
（審査要領第１０編第４章第２節第２）

二．就労資格の基礎
（１）就労資格と就労できる資格

· 留学、就学、家族滞在と資格外活動

（２）就労資格共通用語
ⅰ．「本邦の公私の機関」⇒「研究」「技術」「人国」「技能」

ⅱ．「契約」⇒「研究」「技術」「人国」「技能」

ⅲ．「報酬」⇒「投経」「研究」「教育」「技術」「人国」「企転」「興行」「技能」

□　入社前研修で研修手当が支給される場合

ⅳ．「常勤の職員」⇒「投経」「興行」「留学」「就学」「研修」

ⅴ．「大学を卒業し又はこれと同等以上の教育を受け」⇒「研究」「教育」「技術」「人国」

· 中国の教育機関卒業者の取扱い

· 専門士の称号（平成７年１月以降付与）を付与される専修学校専門課程を卒業した者の就労資格への変更

（３）各就労資格のポイント

ⅰ．「投資・経営」
該当性）
①活動－８類型

□　本邦の事業に投資している外国人に代わってその事業を経営する場合

□　日本人若しくは日本法人が起業し、又は日本人若しくは日本法人のみが投資している場合

□　生活の基盤が国外である経営者の場合

②事業の適正、安定性、継続性

③相当額の投資

適合性）
①「事業所」の確保
□　１～２ヶ月といった短期間の賃貸スペースを利用する場合

□　インキュベーションオフィスを利用する場合
□　自宅兼事務所の場合

②「規模」（2名以上の常勤職員OR年間投資額500万円以上）
□　投資額の中身
□　投資額の出所
ⅱ．「技術」
該当性）
①活動

②事業の適正、安定性、継続性

適合性）
①「大学を卒業し若しくはこれと同等以上の教育を受け」

②「従事しようとする業務について１０年以上の実務経験」

□　IT資格の特例

③日本人と同等額以上の報酬

ⅲ．「人文知識・国際業務」
該当性）
①活動
□　採用後、現場研修を行う場合

□　退職後半年間無職の場合の更新

②事業の適正、安定性、継続性

適合性）
①「大学を卒業し若しくはこれと同等以上の教育を受け」
□　専修学校の専門課程を卒業した場合
□　語学を専攻した外国語大学を卒業した者が「翻訳、通訳」業務を行おうとする場合

□　経済学を専攻して大学を卒業した者が「海外取引業務」に従事しようとする場合

②「従事しようとする業務について１０年以上の実務経験」

③「翻訳、通訳」等の海外取引業務に従事すること

· 公私の機関における海外取引業務の存在

④「関連する業務について３年以上の実務経験」

□　海外の大学を卒業した者が日本語の翻訳、通訳業務を行う場合

⑤日本人と同等額以上の報酬

ⅳ．「企業内転勤」
該当性）
①活動

□　転勤先が駐在員事務所の場合

□　「関連会社」間の転勤の場合

□　給与の支払元（外国？日本？）

②事業の適正、安定性、継続性

□　設置後間もない日本支店が転勤先の場合

適合性）
①転勤直前、１年以上の勤務
□　入社後まもなく転勤する場合

②日本人と同等額以上の報酬

三．就労資格の応用

□　文系学部を卒業した者がコンピュータソフトウェアの開発に従事する場合

□　理系学部を卒業した者が営業活動に従事する場合

□　国外の大学卒業者が翻訳・通訳業務に従事する場合
□　外国語教師の在留資格

　□　民間企業で語学の指導を行う場合
　□　公立小中学校で語学の指導を行う場合
　□　昼は公立小中学校、夜は民間企業で語学の指導を行う場合

　□　複数の語学学校で語学の指導を行う場合

　□　フランスの大学を卒業したフランス人が英語の教師を行う場合

□　外国企業としか雇用契約がない者が、日本法人、日本支店、駐在員事務所に勤務する場合
□　日本支店の支店長の在留資格
□　転職と在留期間の更新
四．申請取次行政書士３か条

１．事実関係の入念な確認

２．法令を理解した申請（常に法令を参照）
３．当局に対する問題点の指摘（公益の確保）
以上
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